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委員会報告第１４号 

 

 

総 務 経 済 常 任 委 員 会 報 告 書  

 

令和７年６月６日第２回定例会及び令和７年９月２６日第３回定例会における議

決に基づき、当委員会の所管について調査した結果を下記のとおり報告する｡ 

 

 

令和 ７ 年１２月 １ 日 

 

 

 七飯町議会議長 木 下   敏  様 

 

 

総務経済常任委員会       

委員長 澤 出 明 宏   

 

記 

 

【所管事務調査事項】 

・ふるさと納税について 

・各種事務規定について 

・移住定住施策等について 

 

令和７年６月６日、２４日、９月２６日、１０月１４日、２０日、１１月１０日、

１２月１日の７日間、委員会を開催し、商工労働観光課長、総務課長、政策推進課

長の出席を求め、提出資料に基づく説明の聴取を行った。移住定住施策等について

は、１１月４日から７日までの４日間、宮崎県都城市及び大分県豊後高田市へ行政

視察を行った。 

  

◆ふるさと納税について 

１．調査の目的 

  ふるさと納税の寄附実績等について把握するため調査を行った。 
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２．調査の方法 

  過去５年間のふるさと納税寄附実績に関する資料の提出を求め、商工労働観光

課長への聴取を行った。 

 

３．ふるさと納税寄附実績等ついて 

  令和７年度は全国的なコメの販売価格高騰が要因となり、９月末現在における

コメの寄附額が１位となっている。りんごやビールは例年上位となっており、と

うもろこしやミネラルウォーターなども現在の主力返礼品となっているが、近年

では高額な現地体験型返礼品である宿泊施設宿泊券も上位となっていることが特

徴となっている。都道府県別寄附件数実績では、東京都、神奈川県、北海道が上

位を占めており、次いで大阪府や愛知県となっていることから、人口の多い都市

部からの寄附や、地元である道内からの寄附も多い状況となっている。今年度は、

返礼品取扱数の増加を図るため、町内事業者への個別訪問を更に強化し、新規に

ふるさと納税特設サイトを開設するなど、魅力ある返礼品のＰＲに努め、寄附額

の増加を目指している。返礼品年間実績、都道府県別寄附件数実績の詳細につい

ては＜表１＞、＜表２＞のとおりである。 

 

＜表１＞返礼品年間実績 

令和７年度（９月末時点） 令和６年度
順位 個数 順位 個数

1 1,439 1 937

2 430 2 101

3 16 3 26

4 36 4 347

5 237 5 365

6 207 6 65

7 154 7 192

8 22 8 215

9 162 9 261

10 8 10 245

3,888 4,157

令和５年度 令和４年度
順位 個数 順位 個数

1 1,164 1 1,198

2 1,311 2 31

3 27 3 373

4 299 4 588

5 37 5 351

6 359 6 310

7 247 7 225

8 179 8 149

9 204 9 198

10 171 10 127

6,010 5,053

令和３年度 令和２年度
順位 個数 順位 個数

1 3,535 1 32

2 33 2 201

3 276 3 222

4 527 4 210

5 134 5 145

6 119 6 128

7 124 7 67

8 204 8 60

9 127 9 69

10 137 10 23

6,167 1,483

スープカレー 2,482,000

プロテインバー 2,155,000

年間寄附件数及び受入額 84,596,000

コメ 3,643,000

清涼飲料水A 2,884,000

ヨーグルト（＆チーズ） 2,519,000

ビール 7,822,000

とうもろこし 6,439,000

帆立貝柱 3,790,000

返礼品名 寄附額

りんご 14,262,000

宿泊施設A１泊２日宿泊券 9,920,000

清涼飲料水A 2,986,000

ヨーグルト（＆チーズ） 2,799,000

年間寄附件数及び受入額 98,903,000

コメ 4,548,000

ミネラルウォーター 3,161,000

りんご菓子 3,119,000

宿泊施設A１泊２日宿泊券 10,697,000

ビール 7,236,000

クーポン券（宿泊施設A） 5,290,000

返礼品名 寄附額

りんご 14,831,000

とうもろこし 11,300,000

年間寄附件数及び受入額 82,469,000 年間寄附件数及び受入額 33,198,000

清涼飲料水A 1,970,000 牛肉 803,000

ヨーグルト（＆チーズ） 2,009,000 ソフトクリーム 1,078,000

とうもろこし 2,070,000 ワイン 1,112,000

ワイン 2,373,000 レトルト食品アラカルト 1,714,000

ソフトクリーム 2,425,000 りんご 1,734,000

ミネラルウォーター 2,809,000 清涼飲料水A 2,224,000

りんご 6,641,000 じゃがいもバター 3,150,000

ビール 7,074,000 ミネラルウォーター 4,134,000

宿泊施設A１泊２日宿泊券 9,560,000 ビール 4,323,000

帆立貝柱 26,512,000 宿泊施設A１泊２日宿泊券 6,970,000

返礼品名 寄附額 返礼品名 寄附額

年間寄附件数及び受入額 77,086,000 年間寄附件数及び受入額 94,942,000

宿泊施設予約サイト割引クーポン 1,460,000 ミネラルウォーター 2,386,000

スープカレー 1,515,000 とうもろこし 2,555,000

クーポン券（宿泊施設B） 1,553,000 清涼飲料水A 2,876,000

ヨーグルト（＆チーズ） 1,954,000 りんご菓子 3,246,000

清涼飲料水A 2,314,000 クーポン券（宿泊施設B） 5,782,000

ビール 4,986,000 コメ 7,567,000

クーポン券（宿泊施設A） 5,170,000 ビール 8,036,000

宿泊施設A１泊２日宿泊券 5,200,000 宿泊施設A１泊２日宿泊券 9,060,000

りんご 5,300,000 クーポン券（宿泊施設A） 13,600,000

コメ 31,623,000 りんご 13,955,000

返礼品名 寄附額 返礼品名 寄附額
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＜表２＞都道府県別寄附件数実績 

 

委員からは、魅力ある返礼品のＰＲや情報発信の強化、返礼品取扱事業者並び

に返礼品取扱数の増加を図るためには、担当職員の増員が必要なことから、会計

年度任用職員等の配置を検討すべきであるとの意見があり、商工労働観光課長か

らは、人事担当へ情報共有し検討したいとの回答があった。また、返礼品取扱事

業者の確保については、商工会をはじめとした各種団体への説明会開催や、勧誘

等を積極的に実施すべきではないかとの意見に対し、これまでは個別に事業者を

訪問し、今年度４月から１０月の期間において約２００種類の取扱返礼品を増加

してきたが、今後も更なる魅力ある取扱返礼品の確保に向け、前向きに捉え実施

していきたいと回答があった。 

 

４．まとめ 

  ふるさと納税事業の強化のためには、運営体制の充実を図るとともに、情報発

信に必要な各種機器（ｽﾏｰﾄﾌｫﾝ、ｶﾒﾗ等）を整備し、公式ＳＮＳ（Instagram、

Facebook 等）の早期開設等を行い、情報発信の強化が求められる。また、新規

返礼品取扱事業者開拓のためのセミナーを開催し、事業者の育成や意見交換が図

られるためにも、事業者団体等の組織整備を行い、年間を通じて安定的に供給が

可能な返礼品をはじめ、魅力ある返礼品の開拓により、更なる寄附額増加が図ら

れることを強く望む。 

令和７年度 令和６年度 令和５年度
順位 寄附件数 順位 寄附件数 順位 寄附件数

1 952 1 1,080 1 1,425

2 423 2 474 2 614

3 367 3 440 3 476

4 295 4 262 4 442

5 222 5 232 5 404

6 211 6 228 6 279

7 185 7 224 7 266

8 148 8 176 8 255

9 102 9 120 9 171

10 78 10 78 10 122

令和４年度 令和３年度 令和２年度
順位 寄附件数 順位 寄附件数 順位 寄附件数

1 1,216 1 1,014 1 539

2 533 2 492 2 205

3 479 3 354 3 169

4 342 4 353 4 125

5 323 5 266 5 112

6 263 6 263 6 106

7 254 7 259 7 102

8 220 8 203 8 76

9 121 9 152 9 50

10 103 10 103 10 40

福岡県 福岡県 福岡県

京都府 京都府 広島県

埼玉県 愛知県 千葉県

兵庫県 兵庫県 兵庫県

大阪府 千葉県 埼玉県

千葉県 埼玉県 愛知県

北海道 大阪府 神奈川県

愛知県 北海道 大阪府

東京都 東京都 東京都

神奈川県 神奈川県 北海道

京都府 京都府 京都府

都道府県名 都道府県名 都道府県名

兵庫県 兵庫県 兵庫県

福岡県 福岡県 福岡県

埼玉県 千葉県 埼玉県

千葉県 埼玉県 千葉県

大阪府 大阪府 大阪府

愛知県 愛知県 愛知県

神奈川県 神奈川県 神奈川県

北海道 北海道 北海道

都道府県名 都道府県名 都道府県名

東京都 東京都 東京都



4 

◆各種事務規定について 

１．調査の目的 

  打合せ協議に係る文書の事務処理について把握するため調査を行った。 

 

２．調査の方法 

  各課で使用している打合せ協議に係る様式、他市町の処理状況に係る資料等の

提出を求め、総務課長への聴取を行った。 

 

３．打合せ協議に係る文書の事務処理について 

  七飯町公文書管理規則第６条に基づく公文書の作成の規定では、特に軽易なも

のを除き、公文書を作成するものとすると定められている。同規定第２２条には

「報告・連絡書」を規定し、会議、電話、来訪等により生じた事案に関し、報告、

連絡等を要するものについては、別に定める場合を除き、報告・連絡書（別記様

式第２０号）により、速やかに処理するものと定めている。他自治体の例として、

北海道では、北海道文書管理規定第１２条の２に、文書の作成等を規定し、同条

第２項に基づき、本庁等の外部の者との折衝等を含め、政策立案並びに事務及び

事業の実施の方針等に影響を及ぼす打合せ等の記録については文書を作成すると

されている。また、渡島管内他自治体における、打合せ記録書等の規定について

は、当町と同様であり特別な事例は確認されなかった。当町の各課で使用してい

る様式一覧は＜表３＞のとおりである。 

 

＜表３＞各課で使用している様式一覧 

№ 様式名 用途 使用課 

１ 相談記録票 職員からの相談 総務課 

２ 面談記録 普通財産管理 財政課 

３ 折衝記録 納税相談 税務課 

４ 要望書提出記録簿 交通安全要望 住民課 

５ 認定調査票 介護認定 福祉課 

６ 面接記録票 生活保護相談 福祉課 

７ 介護予防支援経過記録 地域包括支援業務 福祉課 

８ 相談票 地域包括支援相談 福祉課 

９ 高齢者虐待に係る相談対応記録票 高齢者虐待相談 福祉課 

１０ 相談受付・申込票 重層相談 福祉課 

１１ 児童虐待相談受付票 児童虐待相談 子育て支援課 

１２ 業務報告書 業務報告 都市住宅課 他 

１３ 工事施工協議簿 工事 土木課 他 

１４ 打ち合わせ簿 土木工事関連委託業務 土木課 他 

１５ 打合せ記録簿 農地相談 農業委員会 

１６ 委員会報告 各委員会報告 議会事務局 

１７ 会議報告書 教育委員会議 教育総務課 
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  委員からは、各種事業実施に係る業者等との打合せ記録の作成状況について、

全体の把握や管理方法についてはどのように行われているのかとの質疑に対し、

総務課長からは、基本的に公文書の作成は軽易なものを除き、作成するとされて

いるが、軽易なものについての判断は各担当に委ねられている。契約事務におい

ては、工事等の検収を行う際、発注した仕様と現状に相違がある場合等は、設計

変更等が発生する場合も考えられ、その過程において確認がなされ、整理される

べきだと思うが、一部において打合せ記録の作成・整備が十分でなければ、統一

的な事務処理を図る必要があるとの回答があった。また、相談業務や苦情対応等

により、応対職員に対する各種ハラスメント等があった際には、課内で情報共有

を図ることで、応対職員を守ることに繋がることから、それら事案の有無が確認

できるよう、打合せ記録の様式へ確認項目を設けるべきであるとの意見に対し、

総務課長からは、各種ハラスメント事案の発生や、職員の不安を解消するという

観点からも見直しを図っていきたいとの回答があった。 

 

４．まとめ 

  打合せ協議に係る文書の作成において、公文書の作成は、軽易なものを除き、

作成するとされているが、軽易なものについての判断は各担当に委ねられている

ことから、軽易なものの基準を定めることで、公文書の作成基準を明確にし、統

一的な事務処理を行うべきである。また、相談業務や苦情対応等における各種ハ

ラスメント事案の発生を簡易に確認できるよう、打合せ記録の様式の整備を図り、

課内での情報共有をはじめ、上司や同僚へ相談しやすい職場環境の構築が求めら

れる。 

 

◆移住定住施策等について 

１．調査の目的 

  移住定住施策等について、これまで実施した施策の内容や、転入者の状況等を

把握するため調査を行った。 

 

２．調査の方法 

  これまで実施した移住定住施策の内容、移住者の地域、年代、家族構成等含む

各種情報、移住定住後の転出状況に係る資料等の提出を求め、政策推進課長への

聴取を行った。 

 

３．移住定住施策等について 
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  これまで実施した施策内容では、町内で一定期間滞在する際に必要な費用の一

部の補助を行う、七飯町お試し移住体験事業や、当町の魅力をＰＲするためのプ

ロモーション動画作成、移住定住特設サイト及び公式ＳＮＳ（LINE、Instagram）

の開設や、都市部の映画館において、作品本編上映直前に移住定住に係るＰＲ動

画を上映し、当町の周知及び認知度向上、移住意欲創出を図る取組を行っている。 

  

  委員からは、移住定住の動機付けの一つとして、ふるさと納税の返礼品に併せ

て移住パンフレット送付することで、興味関心を持ってもらえることから、関係

課と連携を図り取り組むべきである。また、これまで移住者が当町へ移住を決め

た理由を具体的に捉え、移住の決め手となったポイントや、当町の魅力の把握に

努めるべきである。移住希望者に対しては、町内や近隣市町において就業可能な

業種を提示するなど、働くことが可能な場所の情報発信をする必要があるのでは

ないかとの意見に対し、政策推進課長からは、これまで移住後のアンケート等は

行っていなかったことから、今後聞き取りを行い、施策の反映に努めていきたい。

ふるさと納税返礼品に移住パンフレットを添付することや、就業についての情報

発信等も関係課と連携し検討していきたいとの回答があった。 

 

４．事務調査のため委員の派遣を行った。 

（１）調査事項  ・移住定住促進事業(人口戦略｢究極のｲﾝﾌﾗ整備｣)について 

         ・恋人の聖地事業について 

          

 （２）派遣期間  自 令和７年１１月４日 

          至 令和７年１１月７日 

 （３）派 遣 先  宮崎県都城市 

          大分県豊後高田市 

 

◎行政視察調査 

（１）宮崎県都城市の概要 

都城市は、宮崎県の南西部に広がる都城盆地に位置し、東部から北部にか

けては宮崎市・日南市・串間市・北諸県郡(三股町)・小林市・西諸県郡(高

原町)に、南部から西部は鹿児島県(曽於市・志布志市・霧島市)に接してお

り、北西に霧島連山、東に鰐塚山系など三方を山に囲まれ、広大な盆地を形

成している。明治２２年に４町３村の合併により都城町となった後、大正１

３年には市政施行を開始し都城市となった。平成１８年には、都城市の他４
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町が合併に調印し、現在の都城市となっている。 

 

（２）都城市における移住定住促進事業(人口戦略｢究極のｲﾝﾌﾗ整備｣)について 

① 移住支援・受け皿整備について 

都城市における移住定住促進事業(人口戦略｢究極のｲﾝﾌﾗ整備｣)のう

ち、移住支援・受け皿整備については、保育人材確保のため、保育士へ

就職支援金・継続支援金を支給し、移住者並びに既存住民の子育て世帯

に対する子育て環境の充実を図っている。また、都城広域定住自立圏を

構成する市町以外の全国どこから移住しても世帯最大で５００万円が支

給される移住応援給付金は、制度を開始した令和５年度では４３９件約

１１.６億円の支給実績となったが、令和４年度の移住者数４３５人に

対し、令和５年度は３,７１０人となり、平成２３年度以降減少傾向に

あった人口は、１３年ぶりに増加へ転じる結果となっている。財源はふ

るさと納税寄附金を活用しており、直接的に市税等を財源としていない

ものの、既存住民からはもっと定住者へも還元すべきでないかとの意見

が寄せられることがあるが、人口減少対策を行うことで一定の都市機能

を維持し、定住者の住みやすい街づくりに寄与することから、それら理

解を深めてもらうための周知等を継続していくこととしている。移住応

援給付金の詳細については＜表４＞のとおりである。 

 

＜表４＞移住応援給付金の詳細について 

事業名 都城市移住応援給付金 

交付要件 

（抜粋） 

・本市への転出届提出日以前に「都城市移住・定住サポートセンター」に移住相談登録を

し、転入直前の 3 年以上、都城広域定住自立圏を構成する三股町、曽於市、志布志市以外

の市区町村に在住していること。 

・転入を届け出た日の翌日から起算して 3 か月以上で、転入した日の翌日から起算して 1

年以内の人 

・本市転入後、9 か月以内に正社員（週 20 時間勤務以上の無期雇用契約に基づく就業者

で、雇用保険被保険者等）として就職し、3 か月以上在職していること など 

交付金額 

地区区分 単身世帯 2 以上の世帯 
子ども加算 

(18 歳未満) 
(例)夫婦＋子 3 人 

中山間地域 

以外 
60 万円 100 万円 最大 300 万円 

(100 万円×3 人) 
最大 

400 万円 

中山間地域 
80 万円 

(基礎給付 60 万円＋

加算 20 万円) 

最大 200 万円 
(基礎給付 100 万円

＋(加算 20 万円×世

帯員 5 人)) 

最大 300 万円 
(100 万円×3 人) 

最大 

500 万円 

 

② 移住希望者の受入体制について 

移住希望者の受入体制については、移住・定住サポートセンター、雇

用コーディネーター、空き家相談センター等により対応を行っており、

移住・定住サポートセンターについては、窓口対応のほか電話、メール、

LINE、ZOOM 等多様な問い合わせ方法により対応し、担当課との連携に
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より、保育園や学校等の相談、各種補助金の申請サポート業務を行って

いる。雇用コーディネーターは、移住希望者の相談内容を基に、その方

に合った求人内容を提示し、きめ細かく企業との就業マッチングを行っ

ている。空き家相談センターでは、空き家バンクや宅建業協会を通じた

物件の紹介を行っており、移住希望者が安心して住居の確保を行うこと

ができる体制を構築しており、以上の取組は全て庁舎内ワンフロアでワ

ンストップの対応を行っている。 

 

（３）大分県豊後高田市の概要 

    豊後高田市は、大分県の北東部、国東半島の西側に位置し、西は宇佐市、

東は国東市、南は杵築市と接している。東部から南部にかけては、ハジカミ

山、尻付山、両子山や日本三叡山に数えられる西叡山等の山々が連なり、国

東半島のほぼ中央の両子山から放射状に谷や峰々が延びた地形となっており、

その谷間を桂川、真玉川、竹田川が走り、河口付近に市街地が形成されてい

る。昭和２９年に豊後高田市、真玉町、香々地町の１市２町が誕生し、その

後平成１７年に合併し、現在の豊後高田市となっている。 

 

① 恋人の聖地事業について 

豊後高田市における恋人の聖地は「恋叶ロード」と名称を定めた全長

約２０km のドライブコースがあり、縁結びの神社や、ひまわり畑、夕

日の美しい海岸など観光スポットが連なっており、一連で散策が可能と

なっていることが特徴である。各種事業においては、近隣都市である福

岡県内から移住者を呼び込むため、同県において市の魅力発信のための

ブース出店や、デジタルサイネージを活用したＰＲ活動を行っている。

その他、サウナをテーマとしたイベントや、「昭和の町」として、昭和

時代の景観が残る、レトロな商店街も観光スポットの一つとなっている

ことから、博多レトロ博などのイベント開催も行っている。 

 

② 移住定住施策について 

豊後高田市では、移住者への支援金として、子育て世帯に対しては奨

励金支給のほか、転入する際の引っ越し代金の支給、移住者の親や妻の

故郷が当市であった場合に支給する奨励金、女性が単身で転入した場合

の奨励金、住宅購入・リフォーム、空き家リフォームに対する補助金な

ど、多種多様に支援金等を設け、幅広く移住者の状況に応じた取組を行

っており、妊産婦医療費の無償化や、子育て応援入学祝い金、地元高校

の給食費無償化、市営塾の開設など、子育て支援の取組強化も図ってい

る。定住促進に向けた施策では、町有地を宅地造成し、定住者へ無償で
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宅地を提供する定住促進無償宅地事業を行っており、これまで区画面積

約１００坪の宅地４０区画が提供され、現在新たな宅地造成の計画も予

定している。 

 

５．まとめ 

  移住希望者の受入体制においては、今回行政視察を行った都城市を参考に、移

住・定住サポートセンター、雇用コーディネーター、空き家相談センター等を構

成するワンストップで対応が可能となるサービスの提供や、豊後高田市の定住促

進無償宅地事業を例に、移住者が長く住み続けられる施策の実施が求められてい

る。また、移住希望者の条件を満たし、広く移住者を呼び込むためには、就業場

所の確保に繋がる企業誘致や、住居の提供に係る空き家対策などを更に強化し、

移住定住者の増加に寄与する施策の実施を強く望む。 


